
 

 

 

 

 

 

 

 

胎児医療における米国の現状と日本の課題 

 

 

 

 

No.256 

2012 年 3 月 27 日 

 

日本医師会総合政策研究機構 

海外駐在研究員 佐瀬 恵理子 

日医総研ワーキングペーパー 

















�



�



�



�



�



�



�



�



�



10



11



12



13



14



15



16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



42



43



44



45



46



47



48



49



50



51



52



53



54



55



56



57



58



59



60



61



62



63



64



65



66



67



68



69



70



71



72



73



74



75



76



77



78



79



80



81



82



83




	RR120327-1(JMA-r)ES2
	1. はじめに
	1.1. 研究・調査の目的と方法
	1.1.1. 目的
	1.1.2. 調査・研究方法


	1.2. 用語の定義
	1.2.1. 胎児医療
	1.2.2. 胎児外科手術

	2. 米国における胎児外科治療の現況
	2.1. 概説
	2.1.1. 先天性形態異常の一般的な状況
	2.1.2. 胎児出生前診断の一般的な流れ
	(1) 非確定的な検査（スクリーニング）
	(2) 確定診断のための検査


	2.2. 胎児外科治療
	2.2.1. 胎児外科治療の一般的な流れ
	2.2.2. 主要実施機関
	2.2.3. 外科治療の種類・技術内容29F
	(1)直視下胎児手術 (Open Fetal Surgery)
	(2)胎児内視鏡手術 (Fetoscopic Surgery)
	(3)Fetal Image-Guided Surgery (FIGS-IT)
	(4) EXIT procedure (The ex utero intrapartum treatment procedure)

	2.2.4.母体への侵襲性
	2.2.5. MOMS（脊髄髄膜瘤における妊娠26週以前の直視下胎児手術と出生後の修復手術によるランダム化比較試験）
	表4　主な胎児外科治療別・母体合併症罹患率の比較

	2.3. 胎児外科治療の関連費用
	2.3.1. 胎児外科治療に関わる人材41F
	(1)研修制度
	(2)専門家の出向制度

	2.3.2. デバイス費用
	2.3.3. 胎児医療関連費

	2.4. 現地視察・ヒアリング
	2.4.1. カリフォルニア大学サンフランシスコ校胎児治療センター
	2.4.2. ペンシルベニア州フィラデルフィア小児病院71F

	2.5. 総括：米国胎児医療の臨床実績と今後の課題

	3. 米国胎児医療における倫理・法的側面
	3.1. 法律
	3.1.1. 法律上の胎児の位置づけ
	3.2.2. 連邦最高裁判所の判決（1973年、Roe v. Wade判決）：プロチョイス
	3.3.3. 1994年・国連国際人口開発会議：性と生殖に関する健康と権利宣言
	3.3.4. 各州の裁判判決：プロライフ
	表5　米国の中絶数と比率：1990年、2000年、2007年
	3.3.5. Code
	3.3.6. ロングフル・バース訴訟：医師の説明責任の位置づけ
	3.3.7. 米国研究法105F
	3.3.8. 関連学会による指針（ガイドライン）

	3.2. 胎児医療における倫理の実践
	3.1. 包括的な倫理的アプローチ
	(1) 患者としての胎児 (the fetus as a patient)
	(2) 臨床試験(clinical trials)の開始と評価
	(3) インフォームド・コンセントのプロセス
	(4) 臨床試験参加者の選定基準と中絶の選択 (abortion preference)
	(5) 臨床試験に言及する際の医師の義務

	3.2. 胎児医療における標準的治療の基準

	3.3．総括：米国胎児医療の臨床における倫理

	4.日本の課題（米国胎児医療による示唆）
	4.1. 周産期における疫学的動向
	4.1.1. 周産期死亡の減少
	4.1.2. リスクの高い母子の増加

	4.2. 日本における出生前診断の実施状況
	4.2.1. 出生前診断の実施状況
	4.2.2. 血清マーカー（侵襲性・確実性とも低度）
	4.2.3. 羊水穿刺・絨毛採取検査(侵襲性・確実性とも高度)
	4.2.4. 血清マーカーの機能向上

	4.3.日本における胎児医療の状況131F
	4.3.1. 胎児医療の実施状況（疾病と病院）132F
	4.3.2. 胎児医療費

	4.4.日本における胎児関連法
	4.4.1. 胎児の法的位置づけ
	4.4.2. 人工妊娠中絶に関する法律
	4.4.3. 産科関連の損害賠償訴訟

	4.5.これからの日本の胎児医療：米国胎児医療からの示唆
	4.5.1. 胎児医療の卓越した研究教育拠点（COE）の構築・運営
	4.5.2. 周辺環境の整備：出生前診断、カウンセリング、インフォームド・コンセント
	4.5.3. 人材育成：医療療従事者、コーディネーター、遺伝子カウンセラー
	4.5.4. 胎児医療移行期における日本の方向性：選択・集中
	4.5.5. 関連法・指針整備164F
	4.5.6. 保険適用の検討
	4.5.7. 産科医療訴訟への備え
	4.5.8. 報告書の総括


	謝辞
	【Michael Harrison医師】
	（カリフォルニア大学サンフランシスコ校・胎児治療センター名誉センター長）
	【Alan Flake医師】
	（フィラデルフィア小児病院教授）

	参考文献

	009613_WP256 - コピー
	009613_WP256

